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第 10回「全国老人ホーム基礎調査」に係る周知のご協力のお願いについて 

 

時下、ますますご清祥のこととお慶び申しあげます。 

 さて、本会において現在、「全国老人ホーム基礎調査」を実施しております。 

本調査は、全国の老人福祉施設のサービスや組織、実績等の定点調査として概ね５年に１

回の頻度で実施しており、老人福祉施設の基本情報及び動向把握の観点に加え、令和６年度

介護報酬改定に向けた議論の基礎データを収集するための調査となっております。 

この度、本調査の実施期間を 12月９日（金）まで延長することといたしました。 

11 月 25日時点での回答状況は、特別養護老人ホーム 22.4％、養護老人ホーム 33.8％、軽

費老人ホーム・ケアハウス 24.5％、デイサービスセンター17.9％となっており、本会として、

40％程度の回答率を目標としております。 

貴会におかれましては、趣旨等をご理解いただき、本会事務局にお申し付けいただきまし

たら未回答施設のリストを送付いたしますので、回答施設数の更なる向上のためご周知等、

ご協力いただきたくお願い申しあげます。 

回答状況にて既に 40％以上のご回答をいただいておられる場合につきましても、更なる回

答施設数向上のため、ご協力のほどよろしくお願い申しあげます。 

 お忙しいところ誠に恐れ入りますが、何卒宜しくお願い申しあげます。 

 

※本件につきまして、各ブロック協議会会長にもお送りしておりますので、お含み置きく

ださいますようお願いいたします。 

 

記 

調査概要 

(1) 調 査 名 第 10回全国老人ホーム基礎調査 

(2) 調 査 目 的 全国の老人福祉施設のサービスや組織、実績等の定点調査として概ね

５年に１回の頻度で実施しており、老人福祉施設の基本情報及び動向

把握の観点に加え、令和６年度介護報酬改定に向けた議論の基礎デー

タの収集を目的とする。 

 



 
(3) 調 査 対 象 本会会員施設・事業所（10,029 施設） 

 ・特別養護老人ホーム（地域密着型を含む）：4,685施設 

 ・養護老人ホーム：683 施設 

 ・軽費老人ホーム・ケアハウス：1,025 施設 

 ・デイサービスセンター：3,636 事業所 

(4) 調 査 方 法 WEBアンケート 

12月 2日にメールにて調査票をお送りしておりますので、各自ダウン

ロードいただき、ご回答をお願いしております。 

※メールが届いていない施設・事業所につきましては、下記本会 HP

より調査票をダウンロ―ドいただきご回答いただくこととしておりま

す 

(5) HP 掲載 本会ＨＰ > （サイトメニュー）役立つサービス  >  調査研究  >   

調査・アンケート依頼 ＞ 「第 10回 全国老人ホーム基礎調査 ご回

答のお願い」 

【URL】 

https://www.roushikyo.or.jp/index.html?p=we-page-entry&spot=45

6186 

(6) 調査回答期限 令和 4年 12月９日（金） 

(7) 問 合 先 ■調査票内容に関するお問合せ先 

株式会社川原経営総合センター 経営コンサルティング部門 

実態調査チーム 【担当】武藤、金沢、水田 

TEL：03-5422-7348 FAX：03-5422-7996 

（土日・祝日除く 平日 10:00～17:00） 

mail：roushikyo@kawahara-group.co.jp 

  

〔添付書類〕 

・第 10 回「全国老人ホーム基礎調査」へのご回答のお願い 

・全国老人ホーム基礎調査 回収率リスト 

 

 

 

 

 

公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 

老施協総研運営委員会（松岡、吉野、鈴木（彩）） 

〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-7-1塩崎ビル２階 

ＴＥＬ 03-5211-7700  ＦＡＸ 03-5211-7705 

Ｅ-mail：js.souken@roushikyo.or.jp 
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